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英国最大のサービスエリ

ア：M25(首都環状線)に

ある Shell/Extra 
Cobham Service Area 
 
24ha の敷地に燃料サプ

ライヤーである Extra が

7500 万ポンドを投じて

2012 年に建設した。テ

ナントには McDonalds, 
Starbucks, M&S, KFC, 
Days Inn Hotel, Regus 
Business Centre 等があ

る。 
 

 
 

ショッピングセンターの

駐車場に 3 基の EV 充電

ポイント(30p/kWh, 
Ecotricity customers 
15p/kWh; Type 2 
(43kW), CHAdeMo 
(50kW), CCS-Combo 
(50kW)) 

 

 
ガソリン価格は 1.37 ポ

ンド/l(2/3 は税金)、街

中では 1.25 ポンド/l 
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低炭素エネルギーシステムへの 

移行期における Shell 
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Shell のガソリンスタンドと隣に併設された水素ステーション(Cobham Service Area) 
 

低炭素エネルギーシステムへの移行期に

おける Shell(シェル)の戦略 
 
エネルギー、自動車等、化石エネルギー

をベースとするセクターの企業の多くは

低炭素エネルギーシステムへの移行期に

ある今日、戦略的悩みを抱えている。こ

の戦略的悩みは、仮に市場競争がないと

すれば、かなり軽減されるであろうが、

実際はそうではない。世界の大手企業で

あろうが、グローバルな競争に始終さら

されながら、低炭素エネルギーシステム

に適合した事業・組織への変化が要求さ

れている。この要求を満たせない企業は

やがて衰退し、その結果、セクターにお

ける寡占が進んでいくことになる。 
 
世界のエネルギー大手である Shell の戦略

は、石油・ガスセクターにおける同社の

指導的地位を強化しつつ、低炭素エネル

ギーシステムへ移行する中で企業として

成長することである。この戦略は、多少

の表現の違いはあっても、化石エネルギ

ーをベースとするセクターの企業にほぼ

共通する戦略であろう。石油製品から

EV(電気)そして水素に燃料が変わりつつ自

動車セクターにおいても同様であろう。

この戦略はなんとなくすっきりしないも

のに聞こえるが、おそらく代替となるも

のはないのであろう。 
 
筆者が感心することは、Shell はこの｢曖昧

に聞こえる｣戦略を着実にそして一歩進ん

で、実行しているように思われることで 

 

ある。まず従来からの事業であるが、BG

の買収も含め上流のアセットの強化、石

油精製・小売事業の再編によるマージン

の改善等、確実に実行してきたように窺

える。しかも技術革新に熱心である。こ

れには新たな石油精製技術、低硫黄燃

料、洋上ガス液化技術等の開発を例とし

て挙げることができよう。 
 
石油セクターは｢2020 年危機｣と呼んでも

良いように思われる環境規制の強化(全世

界において船舶用燃料の許容硫黄分が最

大 3.5%から 0.5%となる(一部の地域では

既に 0.1%となっている))。これに対して

も Shell は製油事業のグローバルな再編と

精製過程における技術革新で乗り切ろう

としている。 
 
EV の充電(サービス)企業の買収 
 
筆者は Shell が昨年とった、低炭素エネル

ギーシステムへの移行に関するアクショ

ンのうち、次の 2 つに驚かされた。その

一つは、オランダの企業で、EV 充電ポイ

ントの欧州最大のネットワークをもつ

NewMotion の買収である。NewMotion は

欧州に 3 万の充電ポイントを運営する

他、共通カードを使って他社のネットワ

ークも利用できるサービスを提供してい

る。ただし高速充電に特化しているわけ

ではない。Shell はこの買収と同じ頃に、

平行して英国を含む、欧州の 10 カ国で高

速充電ポイントを同社のガソリンスタン

ドに展開する計画を発表している。高速 
 
 
 

http://bit.ly/1EUGhqR
http://bit.ly/1R9P6Ct
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水素ステーション 
(35 MPa, 70MPa) 

 

 
 

 
 

 
筆者のポーランド、アウ

シュビッツ Auschwitz 元

収容所訪問 
 

 
働けば自由になれると記さ

れている。 

 
 

 
到着後、70%の人々が直ぐ

にガス室に送られた。 

 
 

充電であれば、ガソリンスタンドでコー

ヒーでも飲みながら充電がすむまで待つ

ことはできるであろうが、NewMotion の

ネットワークはそうではない。すなわ

ち、Shell は既存の自動車燃料販売事業と

のたちまちの統合を意図せずに、EV の

充電事業を一つの新たな事業として位置

づけていると言える。 
 
電解装置で製造した水素を石油精製用に

使用 
 
驚いたもう一つのアクションは、自社の

ドイツにある製油所に水素関連でパート

ナーシップを組む英国企業、ITM Power

の 10MW の容量の水電解装置を設置する

ことにしたことである。この装置でつく

られた水素は、先述した 2020 年に施行

される硫黄分の規制変更を満たすために

残油の水素化変換、あるいは脱硫のため

に必要となる新たな水素として使用され

る。 
 
欧州の製油セクターは EU の Fuel Quality 

Directive(Directive 2009/30/EC)で 2020

年までに炭素の排出量を 6%削減するこ

とを義務付けられている。製油所で使用

する水素のほとんどは水蒸気改質で製造

しているが、欧州の製油所で発生する 2

酸化炭素の約 17%はその水素製造が原因

となっている。電解装置による水素製造

は炭素の排出量削減となるわけである。

今回の電解装置の設置は EU の補助金制

度の枠組みで実施され、電解装置による

水素製造コストは今後大幅に下げる必要

があるが、今回の試みは電解装置で製造

する水素の製油セクターへの使用の世界

初の例であろうから、評価されるべきで

あろう。(今回の電解装置の電源は再生可

能エネルギーではない。)  
 
Shell は言うまでもなく、輸送燃料として

の水素の供給事業には既に関わってい

る。具体的には、米国、ドイツ、英国で

水素ステーションを運営している。Shell

は電解装置よりもコスト競争力があるバ

イオマスからの水素の製造にも注目して

いるようである。 
 
上記の 2 つのアクションは、Shell が低

炭素エネルギーシステムへの移行を積極

的に、企業の成長に結び付けようとする

良い例とみなすことができるであろう。 
 
テクノロジー(スタートアップ)企業の買

収が一つのキー 
 

化石エネルギーをベースとするセクター

企業の、先述した戦略を取る企業に最も

重要なことは新たな技術(テクノロジー)

そして新たなビジネスモデルを求めて挑

戦を続けることであるように思われる。

日本の石油セクターでは国内市場が将来

的にも縮小するなか、(上流のアセットを

除き)設備そして技術への投資意欲が十分

に湧かないことは理解できるが、この挑

戦は必要である。 
 
Shell が NewMotion を買収したように、

テクノロジー(スタートアップ)企業の買

収が戦略実施の手助けとなる可能性は高

い。同じ EV 充電会社としては、米国 1

位の Charge Point は総合エネルギー会社

の Exelon Corporation が大株主となって

いる。同様に欧州 2 位の EV Box(オラン

ダ)はフランスを拠点とする多国籍会社で

総合エネルギー会社である ENGIE に買収

された。電解装置のセクターでも企業間

の合併による再編成が始まっており、こ

のセクターにおいてもエネルギー関連の

大手による買収がいつ始まってもおかし

くない。欧州におけるエネルギーサービ

ス(ESCO)、エネルギーマネジメント関連

の少し目だった企業は、既に買収候補企

業が見つからないほどに、エネルギー関

連大手企業に買収されてしまった。 
 
日本の自動車セクターでは、次の世代は

EV ではなく水素燃料電池自動車である

といった声があるように見受けられる。

となれば、Shell が実施する電解装置製造

の水素の石油精製への使用であったり、

電力システムの円滑な運営をサポートす

るためのサービス(バランシングサービ

ス、周波数制御等)のための水素の使用、

ガスのアクセスがない地域の軽工業への

車両による水素運送販売等、用途・消費

を積極的に増やしていく必要があるよう

に思われる。電解装置は単機容量がまだ

小さいが、将来性があるスタートアップ

がまだ多く存在しており、買収の余地は

十分にある。 
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